
共済組合コールセンター

共済組合ホームページ

0120-97-8484 （通話料無料）土日祝日を除く 9：00～18：00TEL

郵政共済　資格確認

「被扶養者資格確認のお知らせ」送付（9月下旬）以降、共済組合コールセンターへお問い合わせが集中し、繋がりにくくなる場合があります。
共済組合ホームページで詳しく解説していますので、まずはご覧ください。

項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

16 国内居住
要件

海外に留学している子に配偶
者が同行しています。認定取消
をしなければなりませんか。

国外に留学する学生は、「国内居住要件
の例外」に該当します。また配偶者はその
帯同者となり、どちらも認定取消の必要
はありません。

―

17 国内居住
要件

母は日本に住民基本台帳に住
民登録（住民票）がありません
が、日本の保険医療機関に入
院しています。被扶養者証(保
険証)を使用してはいけません
か。

2020年4月1日から、「国内居住要件」が
追加されましたが、2020年3月31日以前
から2020年4月1日以降も引き続き国内
の保険医療機関に入院中の方は、被扶養
者として被扶養者証(保険証)は使用でき
ます。ただし、退院した日の翌日をもって
認定取消の手続きをお願いいたします。

―

18 調査対象
期間認定

2023年途中に認定された被
扶養者の所得証明書に、認定
日以前の収入が記載されてい
ます。

2023年途中に認定された場合、認定日
以降の状況がわかるものをご提出くださ
い。

令和6年度 所得証明書（写）の余白
へ下記を記入し、提出してください。
①認定日以降の月額の収入等
②申立日
③組合員番号及び組合員氏名

19 提出期限
10月31日（木）提出期限まで
に資料のすべてを揃えて提出
することができません。

提出期限までにすべてを揃えることがで
きない場合は、「共済組合員調書」の通信
欄に「提出資料」欄の①～③を記入の上、

「共済組合員調書」と「揃っている確認資
料」を提出期限までに提出してください。
※追送される確認資料には、組合員番号
及び組合員氏名を記入したメモ等を併せ
てご提出ください。

・共済組合員調書
①提出が遅れる確認資料名
②提出が遅れる理由
③提出予定月日

20
年収の壁・
支援強化
パッケージ

繁忙による労働時間の増加で、
給与収入が130万円を超えて
しまいました。取消手続きをし
たほうがいいですか。

人手不足等やむを得ない事情により、一
時的に収入が増加した場合は事業主の
証明を提出いただくことで、連続2回（2
年）まで被扶養者として認定します。

・被扶養者の収入確認に当たっての
「一時的な収入変動」に係る申立書
兼 証明書

21 新型コロナ
ウイルス

新型コロナウイルスワクチン
接種業務に携わっていました。
何を提出すればいいですか。

ワクチン接種業務を行う事業者・雇用主
（市区町村、医療機関等）から発行（証
明）を受け、提出してください（共済組合
員ホームページからダウンロードできま
す）。

・新型コロナウイルスワクチン接種業
務に従事した際の収入に係る申立
書

22 認定取消
手続き

被扶養者は先日就職したため、
認定取消の手続きを行う予定
です。資格確認の確認資料を
提出する必要はありますか。

必要です。共済組合員調書の設問1の「□
はい」にチェックし、「【取消用】被扶養者等
申告書送付（予定）日」を記入、2ページ目
に署名の上、同封の返信用封筒で提出し
てください。なお、認定取消の手続きは忘
れずに行ってください（3ページ参照）。

・共済組合員調書

2024年度
「被扶養者資格確認」実施のてびき

はじめに

提出期限

２０２４年１０月３１日（木） 消印有効

調査対象期間

２０２３年１月１日から同年１２月３１日まで

対象者
２０２４年９月１日現在において認定されている被扶養者を有する組合員

提出書類
・共済組合員調書
・被扶養者の収入及び生計維持の状況を確認できる証明書（確認資料）

2024年10月31日時点で日本郵政共済組合の資格を有する方は、必ず提出してください。
（2024年10月31日に退職、又は任意継続を脱退する方も10月31日時点では資格を有しています。）

被扶養者によって確認資料が異なります。同封の共済組合員調書と　　　　 をご覧ください。

調査対象期間（2023年）中に認定された被扶養者は、認定された日から2023年12月31日までが調査対象です。

　確認に必要な「共済組合員調書」及び資料等を提出されず資格確認が完了しない対象被扶養者は、被扶養者証（保険証）
を無効とし、かつ「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」第18条及び第19条に基づき、当共済組合の職権で被扶養者の
認定を取り消すことがありますので、ご承知おきください。

　資格確認は、国家公務員共済組合法等の法令等に基づき、毎年実施しています。また本調査は、被扶養者の認定要件を欠いている可能
性がある事実を中心に確認をしているものであり、認定要件を備えていることを保証するものではありません。認定要件を備えていない
事実がある場合には、組合員は遅滞なくその事実を申告する義務があります（認定要件を欠いていないかは5ページの「被扶養者認定の
基礎知識」及び共済組合員調書2ページの「取消要件のセルフチェック」 を行って確認してください）。

概  要

2024年10月31日より前に資格を喪失される方は、署名し共済組合員調書のみを返送してください。
確認資料（所得証明書等）の提出は不要です。

　被扶養者資格確認（以下「資格確認」という。）とは、保険給付の適正化を目的に、国家公務員共済組合法等に基づき、日本
郵政共済組合の被扶養者として認定した方が、引き続き要件を欠いていないかを確認する大切な調査です。
　「被扶養者資格確認のお知らせ」を受け取られた方は必ず共済組合員調書及び確認資料等を揃えて、下記提出期限までに
ご提出ください。
　組合員の皆様にご負担いただいている掛金等を適正に使用するためにも、公平かつ厳正な確認にご理解とご協力をお願い
いたします。
　なお、日本郵政グループ各社が実施している扶養手当監査と資格確認は、異なるものです。

11月 12月 1月 2月 3月6月 7月 8月 9月 10月1月 2月 3月 4月 5月 9月4月 5月 6月 7月 8月

今回調査する期間2023 年 2024 年

2024 年9月1日現在認定されている被扶養者

手続ガイド

18



□はい  【取消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写）※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者
氏　名

扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資
料>を参照し、「資料番号」に    をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問1に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

9

へ9

へ2

へ8

へ4

へ5

へ6

へ3

へ6

へ7
へ8

へ8

へ8

□はい  【取消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写）※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者
氏　名

扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資
料>を参照し、「資料番号」に    をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問1に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

9

へ9

へ2

へ8

へ4

へ5

へ6

へ3

へ6

へ7
へ8

へ8

へ8

［組合員情報］

※調査をするうえでご連絡する場合がありますので必ず連絡先をご記入ください。

　年　　 　　月　　　　日　（署名）

［被扶養者一覧］ 2024年9月1日現在認定されている方

　取消要件に一つでも該当した場合は、調書3、4ページの設問 1 の「□はい」に✓チェックしてください。

　●主な取消理由　以下の取消理由以外については、共済組合員ホームページを参照してください。

勤務先

組合員氏名 昼間連絡先TEL

組合員番号 性別 生年
月日

（勤務先・携帯・自宅）

被扶養者氏名
資料の
提出が
必要な方

確認資料提出省略の理由 取消要件
確認済み

共済組合
使用欄取消

手続中※
扶養手当
受給

通信欄

取消要件のセルフチェック

署名がない場合、不備といたしますので必ずご記入ください。

共済組合ホームページ

　2023年中の扶養の状況等について、本調書のとおり申告します。本申告が事実と相違している場合については、被扶養者の認定が遡って取消となる
ことに同意し、取消日以降の給付金等について直ちに返還します。
　また、資格確認事務の遂行を目的として、資格確認の状況について、雇用されている会社等（国家公務員共済組合法に定めのある会社等に限る。）へ
提供する場合があること、及び医療保険者等向け中間サーバーを介して日本郵政共済組合が取得可能な特定個人情報を取得し、調書（確認資料を含む）
の内容と相違がないか確認する場合があることに同意します。

※取消手続中…認定取消の申告を受け付けていましたが、2024年9月1日現在手続きが完了していませんので、速やかに案内されている資料を共済センター
　　　　　　　へ提出し、手続きを完了させてください。

　・収入超過 ・・・ 収入が増えて年収が基準額（130万円又は180万円）以上になった　※年収の壁・支援強化パッケージ（130万円の壁）を除く
　・収入1/2超過 ・・・ 被扶養者の年収が、組合員の年収の1/2以上になった
　・別居（送金） ・・・ 被扶養者と別居した、又は別居している被扶養者に収入以上の送金をしていない
　・他保険加入 ・・・ 他の保険に加入した、又は加入している
　・雇用保険等 ・・・ 日額3,612円以上（傷病手当金については月額108,334円以上も条件）の雇用保険等を受給し始めた
　・共同扶養 ・・・ 共同扶養者（被扶養者を一緒に扶養する義務がある人）の年収が組合員の年収を上回っていた
　・国内居住要件 ・・・ 日本国内に住民登録がない（国内居住要件非該当）

セルフチェック！

2024年
認定

18歳
未満

同意事項

1 共済組合員調書
2 手続ガイド
3 2024年度「被扶養者資格確認」実施のてびき
4 2023年給与等証明書_様式1

同封しているもの

共済組合員調書

主な確認資料 2023年中に認定された被扶養者は、認定日以降が調査対象です（8ページ 項番18参照）

5 送金状況確認書_様式２
6 【取消用】被扶養者等申告書
7 【取消用】被扶養者等申告書（マイナンバー）
8 返信用封筒

共済組合員調書1ページの案内のとおり、進めてください。

〇〇郵便局

共済　太郎

共済　太郎

2024 10 15

000-0000-0000

00000000 0000.00.00男

✔

✔
✔

（1）勤務先・昼間連絡先TELを記入してください。「同意事項」への署名は必須です。

（2）　　        を参照して 1 から各設問の該当するものに☑チェックし、　 がついた書類を提出してください。

在学証明書 取得先 ： 就学先 取得先 ： 市区町村役場令和6年度所得証明書

取得先 ： お手元、年金支払元年金振込通知書

2ページ

手続ガイド

2023年中に学生で、生年月日が
2001年4月2日以降であれば、
在学証明書の提出で収入と生計
維持の確認資料を省略します。

2023年給与等証明書_様式1 取得先 ： 同封

2023年に給与収入があった方
に提出していただきます。
勤務先に記入を依頼してくださ
い。

2023年の収入の種類を確認し、提出し
ていただく資料を把握します（源泉徴収
票では代用できません）。
在学証明書で収入確認を省略できる被扶
養者以外は全員必須資料です。
※無収入の方は収入が無いことを確認
します。

2023年6月に発行された通知書（写）を
ご提出ください。
※遺族年金・障害年金・企業年金等も、
受給している場合はご提出ください。

次(下)の設問へ順に 8 あるいは 9 まで進みます。
(例の場合は 5 へ進みます。)

設問 2 でいいえに☑チェックが入る方は、 3 へ進みます。
A 「所得証明書（写）」が必須書類です。
    をして 4 へ進みます。

　　　　　に収入に関する確認資料を掲載しています。
確認の上、該当する資料を提出してください(例の場合は
「2023年給与等証明書_様式1」)。

3、4ページ

手続ガイド

53
54
48
-3
-2
35
31
1

資格確認_様式1

組合員番号、氏名、証明対象の被扶養者氏名等を記入し、被扶養者の勤務先へ証明を依頼してください。

証明対象者について上記のとおり証明します。

:
:
:
: （ ）

※この証明書は、日本郵政共済組合の被扶養者要件を確認するための証明資料として使用します。

※「年収の壁・支援強化パッケージ｣（130万円の壁）の証明及び､「新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する医
　療職の収入」の証明が必要な場合は、本書と併せて別途、専用の申立書への記入をお願いします。

　なお、記入が無い箇所等があった場合は、給与等証明書を返却させていただき、再度証明を依頼することがありますの
で、記入漏れが無いようご注意ください。

　証明対象者について、ご記入をお願いします。

組合員との
続 柄

2023年　給 与 等 証 明 書

　　　　年　　　月　　　日生

組合員番号

被扶養者 氏名
(証明対象者)

組合員氏名

生 年 月 日

(2023年1月～2023年12月) (2023年1月1日以降変更があったときのみ記入)

給　　　　与 □時給　 □日額　 □月給 円 □時給　 □日額　 □月給 円 

採用年月日 年　　　　月　　　　日 退職年月日 年　　　　月　　　　日 

雇
用
条
件
に
関
す
る
事
項

雇用条件変更日（2023年1月1日以降変更があった場合のみ記入） 年　　　　月　　　　日 

2023年中の雇用条件 変更前雇用条件

時間/日

□変動あり 時間/日～ 時間/日 □変動あり 時間/日～ 時間/日 

通　勤　費 □日額 　□月額　 □ 無 円 □日額 　□月額　 □ 無 円 

所定労働時間
□変動なし 時間/日 □変動なし

□変動あり 　日/月～ 日/月 □変動あり 　日/月～ 日/月 
所定労働日数

□変動なし 　日/月 □変動なし 　日/月

健康保険適用
□有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無 □有 (郵政共済以外の他の健保)　　　　□無

  (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)   (資格取得　　  　     　　年　　　 　月　 　　　日)

給与支給日 日 給与計算締切日 毎月　　　　　日 日 給与計算締切日 毎月　　　　　日 

特  記  事  項

給
与
支
払
実
績
に
関
す
る
事
項

支払年月日 総支給額 支払年月日

2023 年 2 月 日 円 

日

総支給額

給　　与

2023 年 1 月 日 円 2023 年

2023 年 8 月 日 円 

7 月 日 円 

2023 年 9 月 円 2023 年 3 月 日 円 

2023 年 10 月 日 円 2023 年 4 月 日 円 

2023 年 11 月 日 円 2023 年 5 月 日 円 

2023 年 12 月 日 円 2023 年 6 月 日 円 

2023 年 月 日2023 年 月 日

年 　　　月 　　　日

所 在 地 
事業所名 
事業主名 
電話番号 

月 日 円 

特 記 事 項 合 計 円 

賞　与　等
円 

2023 年 月 日 円 2023 年

円 

印

勤務先記入欄

全員提出！

送付について

共済組合員調書

※ご自身で
　ご用意ください。

【取消用】被扶養者等
申告書裏面を参照

封筒

被扶養者の要件を欠いていることが
判明次第、速やかに提出

〒330-9793  埼玉県さいたま市中央区新都心3-1
日本郵政共済組合共済センター 被扶養者担当 あて

◆【取消用】被扶養者等申告書
◆【取消用】被扶養者等申告書
　(マイナンバー)

確認資料 被扶養者証
(保険証)等

※同封しています。
返信用封筒

所得証明書、住民票 等
確認資料

2024年１０月３１日（木）
消印有効

〒163-8791  日本郵便株式会社 新宿郵便局 郵便私書箱第256号
日本郵政共済組合共済センター 被扶養者担当（資格確認）  あて

被扶養者の要件を欠いていることが判明した場合
　①共済組合員調書に署名、設問１の「はい」に✓チェックをいれ、送付日を記入して上記のとおり返送（確認資料は不要）
　②別便で【取消用】被扶養者等申告書を要件を欠いた日が確認できる資料とあわせて次のとおり送付してください。

記入済みの共済組合員調書と確認資料を同封の返信用封筒で送付してください。

送付先

送付先

□はい  【取消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写）※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者
氏　名

扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資
料>を参照し、「資料番号」に    をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問1に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

9

へ9

へ2

へ8

へ4

へ5

へ6

へ3

へ6

へ7
へ8

へ8

へ8

□はい  【取消用】被扶養者等申告書送付(予定)日
　(  　 　   年　　    月　　    日) へ

□いいえ

□はい 　◌ 在学証明書（写）※学生証不可
□いいえ

A ◌ 所得証明書（写）

□収入あり

□収入なし

□範囲内

□新型コロナワクチン接種業務に係る収入がある
□いいえ(超えている)

□はい 　 単身赴任　 　介護・障害者施設等　 　長期入院
□いいえ

□はい ◌ 住民票（写） ※世帯全員分

□いいえ

□全期間 ◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 送金状況確認書_様式2
◌ 住民票（写） ※世帯全員分

続　柄 性　別

収入の有無及び種類を確認するため、「A ◌ 所得証明書（写）」は提出
必須資料です。    をつけ、提出してください。

扶養状況に変更があり、認定取消の手続中ですか？
又は、共済組合員調書P2の「取消要件」に該当しましたか？

被扶養者は2001年4月2日以降の生まれで、かつ、2023年中は学生
でしたか？

フ リ ガ ナ 生 年 月 日
被 扶 養 者
氏　名

扶養手当受給

2023年中は収入がありましたか？　ありの方は該当する「収入の種
類」に    チェックを入れ、              の別表1<収入に関する確認資
料>を参照し、「資料番号」に    をつけ、その資料を提出してください。

2023年中組合員と被扶養者は同居していましたか?

現在は別居されている場合、組合員と被扶養者分それぞれ必要です
(住民票の除票可)。

収入の種類 資料番号

2023年中の合計収入額は、　　　　　の別表3<収入要件>の範囲
でしたか？

□はい

収入の種類

□ C 事業・資産収入
□ D 公的年金

資料番号

□ G その他

□ B 給与収入 不要　1
□ F 雇用保険
□ E その他年金

共
済
組
合

使
用
欄

該当する別居期間に    チェックを入れてください。

組合員と被扶養者分それぞれ必要です(住民票
の除票可)。

調書の記入は完了です。この調書と　 をつけた確認資料を同封の返信用
封筒で返送してください。
認定取消の手続きが必要です（詳しくはてびき3ページ参照）。
すでに送付済みの方は送付日を設問1に記入してください。
また、この「調書」は同封の返信用封筒で返送してください。

□一部期間

□年収の壁・支援強化パッケージ(130万円の壁)を
　 適用できる

事
前
確
認

被
扶
養
者
の
収
入

被
扶
養
者
の
居
住

1

8

9

6

7

4

必須

2

3

5

手続ガイド

手続ガイド

手続ガイド2023年中は、　　　　　の別表4<送金を要さない特例>に該当
しますか？　別表4「資料番号」のとおり　 をつけ、その資料を提出
してください。

1 2 3

5

43 98
762

9

へ9

へ2

へ8

へ4

へ5

へ6

へ3

へ6

へ7
へ8

へ8

へ8

令和5年分確定申告書

送金状況確認書_様式2 及び
送金の証明書類

取得先 ： お手元、税務署 取得先 ： 市区町村役場

取得先 ： 同封、お手元

住民票

自営業収入、株、不動産収入等があった
方の収入金額を確認します。
「収支内訳書」、「青色申告書」を含む全て
の資料を提出。
●共済組合で経費とするもの
売上原価、人件費、地代家賃（自宅と
事務所が異なる場合）、種苗、肥料、小作料・
賃借料（農業収入の場合）

別居している調査対象者の生計を組合員が維持しているか確認します。
組合員と2023年中に別居していた期間がある場合、送金状況確認書_様式2に
調査対象者への送金について記入し、送金が確認できる資料※と併せて提出して
ください。
※通帳（写) 、利用明細書（写) 、送金額や振込人・受取人が記載された書面 等

組合員と2023年中は同居していた、
あるいは、別居していたが、現在同居
している場合に提出が必要です。
・3か月以内に取得されたもの
・続柄の記載があるもの
・マイナンバー・本籍を省略
・世帯全員の記載があるもの

※通帳（写）は、送金者と金額を確認します
　ので、表紙と金額面ともにコピーして
　ください。

資格確認_様式2

被扶養者と別居をしている場合、送金状況について各項目を漏れなく記入し、確認資料と併せて提出してください。

被
扶
養
者

2　別居期間　※引き続き別居の方は、終了日は未記入。

3　2023年中の口座間送金　口座間送金以外の方法で生活費を負担している方は、4へ進んでください。　　

特記事項があればご記入ください。

● 送金の証跡が確認できる資料を提出してください。 
  通帳（写）　利用明細票（写） 　送金額や振込人・受取人が記載された書面　等

 ・ 2023年中に同居・別居を開始した場合、裏面「居住状況を確認できる資料」を参照し、資料を提出してください。

  かる資料を提出してください（当共済組合に到着後、内容を確認したうえで、別途必要な資料等をご案内します)。

□　手渡しをしている
□　学費を負担している

□　送金しているが、振込人が組合員、受取人が被扶養者であることが確認できない
□　家賃や水道光熱費を負担している（組合員から直接引き落としている等）
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5　その他

□　生活費は渡していない、負担をしていない。
※認定取消手続きが必要です。同封の【取消用】被扶養者等申告書をご確認ください。

送 金 状 況 確 認 書　

4　口座間送金以外の方法で負担している（渡している）生活費
  次の6つのうち該当する項目に チェックを入れてください。併せて、年間の負担額を合計して記載し、その事実が分

□　組合員の給与口座の通帳（又はカード）を被扶養者に渡し、被扶養者が適宜出金している

 　年間負担額 円程度　

　次のうち該当する項目がある方は チェックし、必要事項を記入の上提出してください。

1　組合員及び別居している被扶養者の情報（2023年12月31日現在）

(住 所)

別居期間 ～

続　柄

(開始）　　　　　年　　　　　月

「別居している被扶養者への送金条件」は裏面へ→

□　確認資料を提出できない方は、具体的な理由をご記入ください。

円

円

円 9月分

組合員番号 組合員氏名

月　分 月　分

氏　名
居 住 地

送金額

(終了）　　　　　年　　　　　月

生年月日               年        月        日生

2月分 円 8月分
円　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日 円

1月分 円 7月分

円

円

円6月分 円 12月分

5月分 円 11月分

3月分

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

4月分 円 10月分

 ※ 通帳（写）を提出する場合、送金者が組合員であること及び送金先が被扶養者であることを確認できるよう、通帳の表
　  紙と金額面をコピーしてください。また、送金以外の部分はマスキングしてください。

送金日送金日 送金額

1～12月の送金額合計

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

　     年　 　月　　 日

53
54
49
-2
-2
35
31
1

53
54
59
a-
2-
23
53
11

料金受取人払郵便

差出有効期間
2025年２月
28日まで

新　宿　局
承　　　認

（切手不要）

合
組
済
共
政
郵
本
日

）
人
取
受
（

認
確
格
資
（当
担
者
養
扶
被

）
行

局
便
郵
宿
新
社
会
式
株
便
郵
本
日

第
箱
書
私
便
郵

号

差 出 人 共済使用欄
氏 名 住 所

（〒

―

）

＜送付される前に再度ご確認ください＞

封筒に入れた書類は
全部で何枚ですか？

共済組合員調書
署名はしましたか？

〈全員提出〉

合計

枚

こ
の
返
信
用
封
筒
は
資
格
確
認
の
専
用
封
筒
で
す
。他
の
申
請
に
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。

確認資料
用意した書類はすべて
入っていますか？

1 6 3 8 7 9 1-
９９９

5257

256

（日本郵政共済組合）

【送付先】〒330-9793　埼玉県さいたま市中央区新都心3-1　　日本郵政共済組合 共済センター　被扶養者担当　あて

〒 －

〒 － 〒 －

2024.5 改正 ＜被扶養者担当＞

印 システム入力

取消審査 １審□ 印 ２審□ 印 取消審査

⑩被扶養者の
マイナンバー 別添、被扶養者等申告書（マイナンバー）のとおり 別添、被扶養者等申告書（マイナンバー）のとおり

以下は共済組合で使用しますので、記入しないでください。
受付印 取消年月日 平成　・　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日 取消年月日 平成　・　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

被扶養者証回収の
有無 印 被扶養者証回収の

有無 印

１審□ 印 ２審□

システム入力 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

⑧1年の収入額
（年収）

「⑦被扶養者の要件を欠いた理由」が「4.収入増加」に該当する場合にのみ、ご記入ください。
所得金額ではなく、税控除前の金額を記入してください。課税非課税問わず全ての収入を記入してください。

円 円
⑨被扶養者の要件を
欠いた年月日

4.平成
５.令和 　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日 4.平成

５.令和 　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

⑦被扶養者の要件を
欠いた理由

都　道
府　県

⑤職業
※現在の状況をお知らせください。

④被扶養者住所

 1.同居　　　　　　　　2.別居
（｢別居」の場合は、被扶養者の住所を記入してください。

住所は住民票に登録されているものと同じ住所を記入してください｡）

 1.同居　　　　　　　　2.別居
（｢別居」の場合は、被扶養者の住所を記入してください。

住所は住民票に登録されているものと同じ住所を記入してください｡）
都　道
府　県

⑥収入の種類
※⑤の収入に該当するもの全てに〇

をつけてください。

性別 1.男　　　2.女

③生年月日 3.昭和　　   4.平成
5.令和 年 月 日 3.昭和　　   4.平成

5.令和 年

②続柄・性別 続柄 性別 1.男　　　2.女 続柄

月 日

①被扶養者氏名
(フリガナ) (フリガナ)
(姓) (名) (姓) (名)

部
課
係

ｾﾝﾀｰ
(  　　　　　  )※日中繋がる電話番号を記入してください。 ※勤務局所に連絡する場合があります。

⑨1年の収入額
(年収) 円

⑩単身赴任
※該当する方のみ記入してください。

 1.はい　　 2.いいえ  ⑪
⑩が「1.はい」の場合、住民票登録は単身赴任先でしょうか

 1.はい　　 2.いいえ

⑥
平日昼間
連絡先TEL

(            ) ⑦
勤務局所
TEL

(            ) ⑧
勤務
局所

郵便局
店
本社
支社

( 　　　　　   )

【取消用】被扶養者等申告書

月 日(姓) (名)

⑤現住所

③組合員氏名
(フリガナ)

④生年月日
3.昭和

4.平成
年

※　認定取消の申告書類等は事実発生日の翌日から５日以内に共済組合に提出してください。
提出期限を過ぎている場合は、できるだけ速やかに提出してください。

被扶養者について以下のとおり申告します。
記入した事項について事実に相違ありません。また、認定後において、認定要件を欠いた場合には速やかに届出します。
なお、虚偽の申告又は届出を怠り給付金を受給した場合は、速やかに共済組合あて返還することを誓約します。

①申告年月日 令和　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　　月　　　　　　　　　　　日 ②組合員番号
(社員番号)

1.無職 2.パート・アルバイト ３.派遣

4.小・中・高・大学生（　　年生） ５.自営業

6.会社員 7.その他（ )

都 道

府 県

1.給与（賞与、交通費等含む） 2.年金（老齢・退職・遺族・障害）

3.企業年金・個人年金 4.事業収入・不動産収入

5.配当金（株式・投信等） 6.雇用保険（失業給付）

7.傷病手当金／育児休業手当金 8.その他（ ）

印

印

1.就職 2.他の社会保険に加入 3.雇用保険受給開始

4.収入増加 5.離婚 6.結婚 7.扶養替

8.死亡 9.別居 10.自立 11.後期高齢者医療制度に加入

12.その他（ ）

被扶養者の要件を欠いていて「【取消用】被扶養者等申告書」及び「【取消用】被扶養者等申告書（マイナンバー)」をまだ提出していない場合に、この様式を
記入（消せるボールペンは使用不可）して提出してください。様式に添付する確認資料等については、裏面をご覧ください。

1.無職 2.パート・アルバイト ３.派遣

4.小・中・高・大学生（　　年生） ５.自営業

6.会社員 7.その他（ )

1.給与（賞与、交通費等含む） 2.年金（老齢・退職・遺族・障害）

3.企業年金・個人年金 4.事業収入・不動産収入

5.配当金（株式・投信等） 6.雇用保険（失業給付）

7.傷病手当金／育児休業手当金 8.その他（ ）

1.就職 2.他の社会保険に加入 3.雇用保険受給開始

4.収入増加 5.離婚 6.結婚 7.扶養替

8.死亡 9.別居 10.自立 11.後期高齢者医療制度に加入

12.その他（ ）

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

有　　　・　　　無　　　・　　　亡失

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日
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（日本郵政共済組合）

 

組合員番号(=社員番号8桁) 署名（組合員氏名）

【取消用】被扶養者等申告書（マイナンバー）
共済組合
使用欄

申告日

令和　　　　年　　　　月　　　　日

（フリガナ）

【取消用】被扶養者等申告書に記載の被扶養者について記入してください
※　被扶養者が3名以上の場合は、この様式をコピーして使用してください。

【取消用】被扶養者等申告書に記載の被扶養者のマイナンバー
（お持ちのマイナンバーカードの裏面又は住民票に記載の12桁）

【取消用】被扶養者等申告書に記載の被扶養者のマイナンバー
（お持ちのマイナンバーカードの裏面又は住民票に記載の12桁）

2024.5 改正　＜被扶養者担当＞

□　海外在住のためマイナンバーが付与されていません。
□　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

□　海外在住のためマイナンバーが付与されていません。
□　海外在住又は死亡のためマイナンバーが失効しています。

　　　　　　　　　【取消用】被扶養者等申告書と同時に提出

　　　　　　　　【取消用】被扶養者等申告書は提出済み
　　　　　　　　　（　　　　年　　　　月　　　　日頃）

　　　　　　　　　【取消用】被扶養者等申告書と同時に提出

　　　　　　　　【取消用】被扶養者等申告書は提出済み
　　　　　　　　　（　　　　年　　　　月　　　　日頃）

受

付

印

認
定
取
消
を
す
る
者

【取消用】被扶養者等申告書に記載の被扶養者の氏名 【取消用】被扶養者等申告書に記載の被扶養者の氏名
（フリガナ） （フリガナ）

被扶養者の個人番号の届け出にあたり、以下5項目に同意します。
１ 記入した被扶養者の氏名及びマイナンバー（個人番号）について相違ありません。
２ 【取消用】被扶養者等申告書と併せて本申告書を提出することを誓約します。
３ マイナンバーによる地方税情報の照会に同意します。
４ マイナンバーカード（写）やマイナンバー通知書（写）など添付不要な書類を送付した場合、特定個人情報の適切な
管理の観点から、共済組合にて廃棄されることを承知します。
５ 誤って下記「送付先」以外の住所に本申告書を送付した場合、廃棄され、再度提出することを承知します。

同 意 事 項

記入がない場合、不備といたしますので必ずご記入ください。

【送付先】
〒330-9793 埼玉県さいたま市中央区新都心３－１ 日本郵政共済組合 共済センター 被扶養者担当あて
※送付先注意
上記以外の送付先に送ると再度､【取消用】被扶養者等申告書（マイナンバー）の提出を求めますのでお気を付けください。

◆ご注意ください ◆
2023年9月29日より、国家公務員共済組合法施行規則の一部改正に伴い、被扶養者の認定取消申告にはマイナンバー（個人番号）
の届出が必須となりました。
被扶養者の認定取消申告の際には、本書類を必ずご提出ください。

ど
ち
ら
か
必
ず

チ
ェ
ッ
ク

ど
ち
ら
か
必
ず

チ
ェ
ッ
ク

海外在住で、住民票を日本国内においていないことから、マイナンバー
が付番されていない、海外在住又は死亡のため失効している方は、マイナ
ンバー記載欄は空欄とし、下記の当てはまる方にチェックをしてください。

◆書類記入時の注意事項◆
(注1) 消せるボールペンは使用しないでください。
(注2) 二重線抹消や修正テープ等による訂正、記入漏れは不備となり、再度【取消用】被扶養者等申告書（マイナンバー）の提出を求めます。

記入内容に誤りがあった場合は、必ず新しい【取消用】被扶養者等申告書（マイナンバー）に最初から書き直して提出をお願いします。

海外在住で、住民票を日本国内においていないことから、マイナンバー
が付番されていない、海外在住又は死亡のため失効している方は、マイナ
ンバー記載欄は空欄とし、下記の当てはまる方にチェックしてください。
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　「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」改定の詳細は共済組合ホームページをご覧ください。

改定に伴う主な変更事項

年額 ： 130万円未満
60歳未満

確認項目 変更前 変更後

組合員による
生計維持

＊被扶養者の年間収入が130万円（又は180万円）未満かつ組合員の年間収入を上回らない場合で、当該組合員がその世帯の生計維持の中心的役割を果たしていると確認できる
　ときは、被扶養者と認められる場合があります。

60歳以上で公的年金受給
あり又は障害年金受給あり

年額 ： 180万円未満 60歳以上又は概ね厚生年金保険法
による障害厚生年金の受給要件に
該当する程度の障がい者

年額 ： 180万円未満

月額 ： 150,000円未満 月額 ： 150,000円未満

日額 ： 5,000円未満 日額 ： 5,000円未満

収入基準

公的年金受給なし
年額 ： 130万円未満

月額 ： 108,334円未満 月額 ： 108,334円未満
日額 ： 3,612円未満 日額 ： 3,612円未満

　「年収の壁・支援強化パッケージ」の詳細は共済組合ホームページをご覧ください。

　「被扶養者の収入確認に当たっての「一時的な収入変動」に係る申立書 兼 証明書」のダウンロード

　「国家公務員共済組合法等の運用方針」の改正により、被扶養者の認定について、取扱方法が変更されました。
それに伴い2023年2月1日付で「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」を一部改定、また条文を新設しています。

　政府より、2023年９月27日から「年収の壁・支援強化パッケージ」が決定されたことを受けて、人手不足による
労働時間延長等に伴う一時的な収入変動である旨の事業主の証明を添付することで、被扶養者認定の円滑化が
実施されることとなりました。
　資格確認にあたり、被扶養者の収入確認を行う際に、年収が130万円（60歳以上及び概ね厚生年金保険法に
よる障害厚生年金の受給要件に該当する程度の障がい者である場合には180万円）以上の被扶養者で、人手
不足による労働時間延長等に伴い、一時的に収入が増加している場合は、「一時的な収入変動」に係る事業主の
証明をご提出いただくことで、連続２回（２年）まで被扶養者として認定します。

　基本給が上がった場合や恒常的な手当が新設された場合、労働契約における所定労働時間・日数が増加した場合
など、今後も引き続き収入が増えることが 明らかな場合においては、一時的な収入増加とは認められません。
　また、被扶養者の要件は、収入要件だけではないため、その他の要件を満たしていないことにより、被扶養者の
認定取消の手続きが必要となる場合があります。

【個人情報の取扱いについて】
・日本郵政共済組合へ提出いただいた個人情報は、被扶養者の認定、認定取消及び資格確認並びにこれら手続きに関する未提出者の情報を組合員が雇用されている会社等
（国家公務員共済組合法に定めのある会社等に限る。以下「会社等」という。）へ提供する場合等、その目的達成に必要な範囲で利用します。
・未提出者の情報は、上記目的達成に必要な範囲内で会社等へ書類の送付もしくは電子的又は電磁的な方法等により提供します。組合員から日本郵政共済組合に対して、
上記情報の提供を停止する申出があった場合、情報の提供を停止します。その場合、組合員から情報提供停止の申出を受ける前に会社等に提供された情報は、以後も会社
等にて利用することがありますので、あらかじめご了承ください。当該情報に関しては会社等において、目的外利用禁止や情報漏洩防止等に十分留意したうえで厳正に管理
します。

「日本郵政共済組合被扶養者認定基準」の改定について

・別居している場合
　被扶養者の月収入額以上の口座間送金
　（被扶養者の収入が５万円／月を下回る場合、
　 最低５万円／月）

・組合員と同一世帯に属している場合（同居）
　被扶養者の収入が組合員の年間収入の２分の１未満*
・組合員と同一世帯に属していない場合（別居）
　組合員からの援助（口座間送金）に依る収入額より被扶養者の
　収入が少ない
　※別居している場合、被扶養者の年間収入額以上の口座間送金

「年収の壁・支援強化パッケージ」（130万円の壁）への対応について

被扶養者認定の基礎知識

被扶養者とは

「主として組合員の収入によって生計を維持」されているとは

「主として組合員の収入によって生計を維持」しており、共済組合が被扶養者として認定した方です。続柄によっては
同一世帯に属する必要があります。被扶養者の範囲は下図の三親等内の親族です（国家公務員共済組合法等で
定められ、会社の扶養手当の対象や税法上の扶養親族とは異なります）。

● 共済組合の組合員　● 健康保険の被保険者（任意継続組合員を含む）
● 健康保険法第3条第2項に規定する被保険者
● 後期高齢者医療制度の被保険者（75歳以上の者及び65歳～74歳で障害認定を受けた人で加入を希望する者）
● 船員保険の被保険者

※1 養子縁組によるものも含む
※2 内縁関係を含むが、内縁関係の配偶者は、生計維持と
　　同一世帯に属することを要件とする
※3 組合員と内縁関係にある配偶者の父母及び子を含む
　　（内縁関係の配偶者の死亡後も同じ）

及び配偶者は生計維持を要件とします
（内縁関係を除く）

 被扶養者の続柄  主な扶養義務者となりえる者
 子  組合員の配偶者
 父又は母  父又は母の配偶者、父又は母と同居している組合員の配偶者

 組合員の兄弟姉妹
 祖父又は祖母  祖父又は祖母の配偶者、組合員の父・母・兄弟姉妹・配偶者
 義父又は義母  義父又は義母の配偶者、組合員の配偶者とその兄弟姉妹
 孫  孫の父母、組合員の配偶者

年収130万円
（月額108,334円）

 60歳未満

 60歳以上又は概ね厚生年金保険法による障害厚生
 年金の受給要件に該当する程度の障がい者

年収180万円
（月額15万円）

❶　組合員による生計維持
　●組合員と同一世帯に属している場合（同居）
　　 被扶養者の収入が組合員の年間収入の２分の１未満
　●組合員と同一世帯に属していない場合（別居）　※同一世帯に属することを要件とする被扶養者を除きます。
　　 被扶養者の毎月の収入額以上の口座間送金が必要です。
　　　※資格確認時の調査では、以下①～③を確認します。
　　　　①毎月の送金の証跡　②送金額　③振込人が組合員本人名義でありかつ受取人が対象被扶養者であること

❷　被扶養者の収入が基準額未満であること

❸　組合員の収入が扶養義務者の収入より上回っていること

収入とは、退職手当等の一時的なものを除き、給与収入 
（通勤手当等各種手当、賞与を含む）、事業収入、年金、
失業給付、傷病手当金、株の運用収入、利子収入を含む
あらゆるものを指します。
また、複数の収入がある場合は合算します。

ただし、扶養義務者となりえる者が組合員
の被扶養者の場合には、扶養義務者には
該当しません。
また、被扶養者が組合員の配偶者ではない
場合で、その被扶養者に配偶者がいれば、
共同扶養よりも夫婦相互扶助が優先され
ます。

次の❶❷❸のすべてを満たしていることが判断目安となります（今回の資格確認では2023年中を確認します）。

扶養義務者とは、「扶養義務者となりえる者」のうち、被扶養者を組合員と共に扶養するべき者をいいます。

は生計維持と同一世帯に属することを要件とします

数字は親等を表します
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資格確認に関するQ&A

項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

1 扶養手当

共済組合員調書の扶養手当受
給欄が「無」になっていますが、
扶養手当をもらっています。所
得証明書等の確認資料を提出
しなくてもよいですか。

2023年中に扶養手当の対象となってい
たことを客観的に確認できる資料を提出
すれば、所得証明書等の確認資料の提出
は不要です。
共済組合員調書の扶養手当受給欄を

「有」に訂正して提出してください。

どちらか１つを提出してください。
・扶養手当認定簿（写）
・所属会社（給与担当者）が当該事実

を証明したもの

2 所得
証明書

所得証明書の代わりに源泉徴
収票や非課税証明書、市民税
決定通知書でもよいですか。

それらの資料は、一部の記載項目が省略
されているため、代替資料とすることはで
きません。
所得控除前の収入の有無と種類を確
認するために必要ですので、所得証明書

（写）を提出してください。

・令和６年度　所得証明書（写）

3 所得
証明書

●収入がない（少ない）ため
「所得証明書」を出せない
と言われました。

●事業収入があるが、少額な
ため、申告不要と言われた。
確定申告書も提出できませ
ん。

収入がない（少ない）場合でも、そのこと
がわかる資料を発行してもらうよう、市区
町村役場でご相談ください。

・発行された資料余白へ下記を記入
し、提出してください。

①所得証明書等を提出できない理由
②日付（記入日）
③組合員番号及び組合員氏名

4 給与等
証明書

被扶養者が既に勤務先を退職
したため、給与等証明書が提
出できません。

通勤費等の非課税給与も含めた収入や
雇用条件等を把握するために必要な資料
です。
支払元が存在していないという止むを得
ない事情を除き、被扶養者の勤務先に依
頼の上、必ず提出してください。

・給与等証明書_様式1
 会社の倒産等で支払元が存在しな
い場合には共済組合コールセン
ターまでご相談ください（8ページ
参照）。

5 給与等
証明書

妻には給与収入が年間65万
円あります。ほかに不動産収入
も年間60万円ありますが、給
与等証明書の提出は必要です
か。

必要です。所得証明書の給与収入が70
万円未満で給与等証明書_様式１を省略
できるのは、2023年の収入が給与収入
のみであり、2023年１月１日～12月31日
まで１年を通して当共済組合の被扶養者
だった方です。

・2023年 給与等証明書_様式1
・給与収入以外の収入に関する確認

資料

6 年金 2023年の「年金振込通知書」
を紛失してしまったようです。

年金の支払元（日本年金機構、共済組合、
厚生年金基金等）に再発行を依頼してく
ださい。
再発行できない場合は、「提出資料」欄の
資料を代替資料とすることができます。

＜再発行できない場合＞
・公的年金等源泉徴収票（写）
 又は、以下①～④全てを提出
①年金証書（写）
②2023年中の年金振込が確認でき

る通帳（写）
③2024年の年金振込通知書（写）
④「確認資料の提出に関する申立書」
（共済組合ホームページに掲載）

7 送金額
別居している子は収入があり
ません。いくら送金すればいい
ですか。

別居している被扶養者が生活（生計維持）
できる送金額を行ってください。
被扶養者が収入を得るようになった場合
は、その収入額以上の送金を行ってくだ
さい。

・送金状況確認書_様式2
・送金が確認できる資料

項 
番 項　目 質　　疑 回　　答 提 出 資 料

8 送金方法
子と別居しているが近くにいる
ため、生活費は手渡しをしてい
ます。

送金の証跡を残す必要があるため手渡し
は認められません。
送金方法は口座間送金に限ります。

「送金状況確認書_様式2」に、生活費を手
渡ししている状況を詳細に記入し、共済
組合員調書とともに提出してください。
状況確認のうえ、別途必要な資料等をご
案内します。

・送金状況確認書_様式2

9 送金方法

扶養している家族（配偶者と子
供）と別居しています。生活費
は、配偶者へまとめて送金して
いますが、配偶者と子供それぞ
れの口座への送金が必要です
か。

被扶養者それぞれの口座へ送金が必要
です。
ただし、扶養している家族同士が同居し
ている場合は、一人の口座へまとめて送
金しても差し支えありません。

・送金状況確認書_様式2
・送金が確認できる資料

10 単身赴任

単身赴任をしています。送金を
要さない特例として、単身赴任
手当の支給実績がわかる給与
明細書は、直近のでよいですか。

2023年中に手当が支給されたすべての
月の給与明細書を提出してください。

・給与明細書（写）
 2023年中に単身赴任手当が支給
されていたすべての月分

11 世帯分離

両親を扶養しています。同居し
生活を共にしていますが、住民
票上は世帯分離をしています。
何を提出すればよいですか。

それぞれの世帯における住民票の住所
が枝番まで同一であれば、同居とみなし
ます。

・それぞれの世帯における世帯全員
の住民票（写）※マイナンバーと本
籍の記載がないもの

・生計同一に関する申立書（共済組合
ホームページに掲載）

12 学生

2023年中は学生でした。「在
学証明書」を提出すればよいで
すか

（2024年に卒業された方は項
番13参照）。

「学校教育法第1条」に規定されている
学校※及び修業期間が1年以上の専修
学校、専門学校であれば、「在学証明書

（写）」を提出してください。
※高等学校、中等教育学校、特別支援学

校、大学、高等専門学校（一部抜粋）
※夜間部や通信制は「学校教育法第4条」

に規定されているため在学証明書は認
められません。

・在学証明書（写）

13 学生

子どもが今年3月に高校を卒
業し、4月に大学へ進学しまし
た。現在通っている大学で在学
証明書を取得すればよいでしょ
うか。

2023年中在学していたことを確認しま
すので、2024年3月に高校を卒業したこ
とがわかる資料を提出してください。

どちらか１つを提出してください。
・卒業証明書（写）
・卒業証書（写）

14 学生
子どもは2023年の9月に退学
をしているため、在学証明書等
は取得できません。

収入及び居住状況の確認を行いますの
で、共済組合員調書の設問2の「□いい
え」にチェックし、設問3へ進んでくださ
い。

・収入及び居住状況の確認資料

15 海外居住

被扶養者は2023年中は海外
にいたので所得証明書（又は
課税証明書）が交付されませ
ん。
何を提出すればよいですか。

「提出資料」欄の①~④の資料とそれを和
訳したものを提出してください。

①確認資料の提出に関する申立書
②海外に居住していた期間が確認で
きる資料（留学の場合は留学先の在
学証明でも可）
③送金状況確認書_様式2 及び 送
金が確認できる資料
④収入が確認できる資料（収入があ
る場合）
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